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いるよう、2014 年商業統計調査は、本調査の調査間隔が 7 年に延びたのみでは
なく、時系列での一貫した分析が困難なものとなっている。例えば、2014 年商業
統計調査からは、日本標準産業分類の第 13 回改訂（2013 年 10 月改訂）により
改訂後の産業分類で調査され、中分類は、各種商品小売業、織物・衣服・身の回
り品小売業、飲食料品小売業、機械器具小売業、その他の小売業、無店舗小売業




方法の変更があり、直接の比較ができないが、1970 年から 2014 年までの業種別
小売店舗数構成比の推移は図表 1 および図表 2 に示される。なお、1988 年～2014






図表 1 業種別小売店舗数構成比の推移（1970 年～2007 年） 
（単位：1,000 店，％） 
年 1970 1972 1974 1976 1979 
各種商品小売業 
3 3 3 4  4  
0.2 0.2 0.2 0.2  0.2  
織物・衣服・身の回り品小売業 
204 206 217 227  237  
13.8 13.8 14.0 14.1  14.2  
飲食料品小売業 
711 711 721 733  735  
48.3 47.6 46.6 45.4  43.9  
自動車・自転車小売業 
58 59 63 67  74  
4.0 4.0 4.0 4.2  4.4  
家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 
156 157 164 175  183  
10.6 10.5 10.6 10.9  10.9  
その他の小売業 
339 359 380 408  441  
23.1 24.0 24.6 25.3  26.4  
年 1982 1985 1988 1991 1994 
各種商品小売業 
4 4 4 4  5  
0.2 0.2 0.2 0.3  0.3  
織物・衣服・身の回り品小売業 
243 230 237 241  226  
14.1 14.1 14.6 15.1  15.0  
飲食料品小売業 
726 671 654 623  569  
42.1 41.2 40.4 39.1  38.0  
自動車・自転車小売業 
85 84 89 93  89  
4.9 5.2 5.5 5.9  6.0  
家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 
189 173 166 158  144  
11.0 10.6 10.3 9.9  9.6  
その他の小売業 
474 468 470 472  466  
27.6 28.7 29.0 29.6  31.1  
年 1997 1999 2002 2004 2007 
各種商品小売業 
5 7 5 6  5  
0.4 0.5 0.4 0.4  0.4  
織物・衣服・身の回り品小売業 
209 202 186 178  167  
14.8 14.3 14.3 14.4  14.7  
飲食料品小売業 
526 488 467 445  390  
37.1 34.7 35.9 35.9  34.3  
自動車・自転車小売業 
88 92 89 87  83  
6.2 6.5 6.9 7.0  7.3  
家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 
135 134 121 115  99  
9.5 9.5 9.3 9.3  8.7  
その他の小売業 
456 484 433 408  395  
32.1 34.4 33.3 32.9  34.7  
（注 1）上段数字は店舗数、下段数字は構成比を示している。 








図表 2 業種別小売店舗数構成比の推移（1988 年～2014 年） 
（単位：1,000 店，％） 
年 1988 1991 1994 1997 1999 
各種商品小売業 
4 4 5 5  7  
0.2 0.3 0.3 0.4  0.5  
織物・衣服・身の回り品小売業 
237 241 226 209  202  
14.6 15.1 15.0 14.8  14.3  
飲食料品小売業 
654 623 569 526  488  
40.4 39.1 38.0 37.1  34.7  
機械器具小売業 
163 164 157 152  155  
10.1 10.3 10.5 10.7  11.1  
その他の小売業 
562 559 543 526  555  
34.7 35.1 36.2 37.1  39.4  
無店舗小売業 
- - - - - 
- - - - - 
小売業 内格付不能 
- - - - - 
- - - - - 
年 2002 2004 2007 2012 2014 
各種商品小売業 
5 6 5 3  4  
0.4 0.4 0.4 0.3  0.4  
織物・衣服・身の回り品小売業 
186 178 167 148  149  
14.3 14.4 14.7 14.3  14.6  
飲食料品小売業 
467 445 390 318  308  
35.9 35.9 34.3 30.8  30.1  
機械器具小売業 
148 144 133 137  143  
11.4 11.6 11.7 13.3  14.0  
その他の小売業 
495 466 443 386  381  
38.1 37.7 39.0 37.4  37.2  
無店舗小売業 
- - - 34  39  
- - - 3.3  3.8  
小売業 内格付不能 
- - - 7  - 
- - - 0.6  - 
（注 1）上段数字は店舗数、下段数字は構成比を示している。 





 図表 1 および図表 2 に示される中分類での飲食料品小売業の店舗数構成比は、
2014 年でも 30.1％とその他の小売業に次いで高くなっている。しかしながら、
1970 年には店舗数で 711,367 店、構成比で 48.3％と、全体の約半数を占めてい
たが、その低下傾向は顕著である。店舗数は 1979 年までは増加していたが、1982










 (2) 成長、衰退業種の推移 
前節において、中分類での業種別店舗数および構成比の推移を検討したが、細
分類での店舗数の推移を示したのが図表 3 である。図表 3 は、本調査の行われた
年次を踏まえて設定した、1968 年～1976 年、1976 年～1985 年、1985 年～1991
年、1991 年～1997 年、1997 年～2007 年、2007 年～2014 年の 6 期間における
店舗数の増減率からみた成長、衰退業種を示している。 
細分類で増加率を示した業種は、1991 年～1997 年では 11 業種、1997 年～2007




の 3 業種にすぎなかった。 




図表 3 成長、衰退業種の推移 










































その他の各種商品（従業者が常時 50 人未 百貨店・総合スーパー 
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を除く業態の構成比は、店舗数で 5.2％であったものが、1997 年には 13.5％と
10％を超え、2014 年には 19.8％まで顕著に伸びている。 








期間があるものの、店舗数の構成比では、前者が 1982 年の 0.04％から 2014 年















図表 4 業態別店舗数および増減率の推移（1982 年～1999 年） 
（単位：店，％） 
年 1982 1985 1988 1991 
百貨店 461 438 433 455  
総合スーパー 1,507 1,634 1,851 1,924  
衣料品スーパー 606 520 571 618  
食料品スーパー 4,358 4,707 4,877 5,185  
住関連スーパー 531 646 949 1,327  
コンビニエンス・ストア 23,235 29,236 34,550 41,847  
その他のスーパー 58,777 59,643 53,834 67,473  
一般小売店 1,631,990 1,531,820 1,522,687 1,472,394  
年 1994 1994（＊） 1997 1999 
百貨店 463 463 476 394  
総合スーパー 2,280 2,272 2,513 2,690  
衣料品スーパー 849 3,111 4,549 4,780  
食料品スーパー 6,231 16,096 17,623 18,707  
住関連スーパー 2,274 5,964 10,037 12,044  
コンビニエンス・ストア 48,405 28,226 36,631 39,628  
その他のスーパー 80,036 84,406 120,096 85,347  
一般小売店 1,359,410 1,359,410 1,227,771 1,243,294  
 




百貨店 ▲ 5.0 ▲ 1.1 5.1 1.8 2.8 ▲ 17.2 
総合スーパー 8.4 13.3 3.9 18.5 10.6 7.0 
衣料品スーパー ▲ 14.2 9.8 8.2 37.4 46.2 5.1 
食料品スーパー 8.0 3.6 6.3 20.2 9.5 6.2 
住関連スーパー 21.7 46.9 39.8 71.4 68.3 20.0 
コンビニエンス・ストア 25.8 18.2 21.1 15.7 29.8 8.2 
その他のスーパー 1.5 ▲ 9.7 25.3 18.6 42.3 ▲ 28.9 
一般小売店 ▲ 6.1 ▲ 0.6 ▲ 3.3 ▲ 7.7 ▲ 9.7 1.3 
（注）表中の 1994（＊）は，1997 年調査において業態定義の見直しを行っているため、1997 年と同










図表 5 業態別店舗数および増減率の推移（2002 年～2007 年） 
（単位：店，％） 
年 2002 2004 2007 04/02 07/04 
百貨店 362 308 271 ▲ 14.9 ▲ 12.0 
総合スーパー 2,450 2,457 2,600 0.3 5.8 
衣料品スーパー 6,324 5,991 7,153 ▲ 5.3 19.4 
食料品スーパー 17,691 18,485 17,865 4.5 ▲ 3.4 
住関連スーパー(ホームセンター以外） 8,662 6,980 6,449 ▲ 19.4 ▲ 7.6 
ホームセンター 4,358 4,764 4,045 9.3 ▲ 15.1 
コンビニエンス・ストア 41,770 42,738 43,684 2.3 2.2 
ドラッグストア 14,664 13,095 12,701 ▲ 10.7 ▲ 3.0 
その他のスーパー 64,229 55,429 54,600 ▲ 13.7 ▲ 1.5 




図表 6 業態別店舗数および増減率の推移（2012 年～2014 年） 
（単位：店，％） 
年 2012 2014 14/12 
百貨店 228 195 ▲ 14.5 
総合スーパー 1,629 2,012 23.5 
衣料品スーパー 7,855 8,594 9.4 
食料品スーパー 16,290 14,768 ▲ 9.3 
住関連スーパー(ホームセンター以外） 6,337 4,477 ▲ 29.4 
ホームセンター 4,570 4,235 ▲ 7.3 
コンビニエンス・ストア 30,598 35,096 14.7 
広義ドラッグストア 14,872 14,554 ▲ 2.1 
その他のスーパー 51,902 44,555 ▲ 14.2 
家電大型専門店 2,237 2,382 6.5 
一般小売店 624,270 621,980 ▲ 0.4 





表 7～図表 9 に示されるが、1982 年から 2014 年までの連続した厳密な比較はで
きない。なお、表中の総合スーパー、その他のスーパー、一般小売店の数値の算
出方法も前節と同じである。 

















ものの、年間販売額の構成比でも、前者が 1982 年の 0.5％から 2014 年の 1.8％、
後者が 1982 年の 4.4％から 2014 年の 12.6％へと伸びを示している。 
 店舗数と同様、百貨店や大型総合スーパー（GMS）が苦戦する一方で、衣料品
スーパーや食料品スーパーは伸張するという構造変化が読み取れる。 





図表 7 業態別年間販売額構成比の推移（1982 年～1999 年） 
（単位：％） 
年 1982 1985 1988 1991 
百貨店 7.8 7.6 7.9 8.1  
総合スーパー 5.6 5.9 5.9 5.9  
衣料品スーパー 0.5 0.5 0.4 0.3  
食料品スーパー 4.4 4.7 4.5 4.4  
住関連スーパー 0.4 0.5 0.7 1.0  
コンビニエンス・ストア 2.3 3.3 4.4 5.0  
その他のスーパー 6.5 7.3 6.8 6.9  
一般小売店 72.5 70.2 69.5 68.5  
年 1994 1994（＊） 1997 1999 
百貨店 7.4 7.4 7.2 6.7  
総合スーパー 6.6 6.6 6.8 6.3  
衣料品スーパー 0.4 0.6 0.8 0.9  
食料品スーパー 5.4 9.2 10.0 11.6  
住関連スーパー 1.5 2.1 3.1 4.0  
コンビニエンス・ストア 5.8 2.8 3.5 4.3  
その他のスーパー 7.4 5.7 6.7 5.7  
一般小売店 65.5 65.5 61.9 60.5  
（注）表中の 1994（＊）は、1997 年調査において業態定義の見直しを行っているため、1997 年と同







図表 8 業態別年間販売額構成比の推移（2002 年～2007 年） 
（単位：％） 
年 2002  2004  2007  
百貨店 6.2 6.0 5.7  
総合スーパー 6.4 6.5 5.8  
衣料品スーパー 1.2 1.2 1.2  
食料品スーパー 11.8 12.8 12.7  
住関連スーパー(ホームセンター以外） 2.3 1.8 1.5  
ホームセンター 2.3 2.4 2.3  
コンビニエンス・ストア 5.0 5.2 5.2  
ドラッグストア 1.8 1.9 2.2  
その他のスーパー 4.7 3.9 4.2  




図表 9 業態別年間販売額構成比の推移（2012 年～2014 年） 
（単位：％） 
年 2012  2014  
百貨店 5.0 4.0  
総合スーパー 4.9 5.1  
衣料品スーパー 1.9 1.8  
食料品スーパー 15.2 12.6  
住関連スーパー(ホームセンター以外） 1.9 1.4  
ホームセンター 2.8 2.6  
コンビニエンス・ストア 5.0 5.3  
広義ドラッグストア 3.4 3.5  
その他のスーパー 3.9 3.5  
家電大型専門店 4.8 3.6  
一般小売店 46.1 51.3  


































セルフ方式を採用し、売場面積が 250 ㎡以上の店舗。 
 ホームセンターは、住関連スーパーのうち、取扱品目が「金物」+「荒物」+「種・
種苗」が 0％を超え 70％未満の店舗。 
 コンビニエンス・ストアは、セルフ方式を採用し、営業時間が 14 時間以上で、






に格付けされた、売場面積が 500 ㎡以上でセルフ方式を採用していない店舗。  
 無店舗販売は、訪問販売＋通信・カタログ販売＋インターネット販売＋自動販
売機による販売が 100％で売場面積が 0 ㎡のセルフ方式を採用していない店舗。 
 一般小売店は、上記店舗以外でセルフ方式を採用していない店舗。 
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